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制度の持続可能性を高め、保険料の負担をできる限り抑制する観点
から全体で▲０．５％の介護報酬改定を行う

平成18年度改定をめぐる状況

改 定 率

・介護保険法の改正に伴う制度的な見直しへの対応

・平成17年10月改定に関連する課題への対応

・診療報酬との同時改定

全体改定率 ▲０．５％【▲２．４％】
（内訳） 在宅分 平均▲１％（軽度：平均▲５％ 中重度：平均＋４％）

施設分 平均±０％【▲４％】

※【 】は平成17年10月改定分を含めた率

制度の持続可能性を高め、保険料の負担をできる限り抑制する観点
から全体で▲０．５％の介護報酬改定を行う

平成18年度改定をめぐる状況

改 定 率

・介護保険法の改正に伴う制度的な見直しへの対応

・平成17年10月改定に関連する課題への対応

・診療報酬との同時改定

・介護保険法の改正に伴う制度的な見直しへの対応

・平成17年10月改定に関連する課題への対応

・診療報酬との同時改定

全体改定率 ▲０．５％【▲２．４％】
（内訳） 在宅分 平均▲１％（軽度：平均▲５％ 中重度：平均＋４％）

施設分 平均±０％【▲４％】

※【 】は平成17年10月改定分を含めた率
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（３） 地域包括ケア、認知症ケアの確立

→・地域包括支援センターを中心とした地域包括ケアネットワークとの連携、
地域密着型サービスの推進等

・グループホームの質の向上、若年性認知症ケアの充実等

（２） 介護予防、リハビリテーションの推進

→・介護予防サービス：自立支援の視点、目標指向型のサービス提供等

・リハビリテーション：短期・集中的なサービス提供、
サービス提供過程（プロセス）重視等

（１） 中重度への支援強化

→・在宅中重度者に対する介護サービスの充実

・難病等の在宅介護ニーズへの対応等

基本的な視点

（３） 地域包括ケア、認知症ケアの確立

→・地域包括支援センターを中心とした地域包括ケアネットワークとの連携、
地域密着型サービスの推進等

・グループホームの質の向上、若年性認知症ケアの充実等

（２） 介護予防、リハビリテーションの推進

→・介護予防サービス：自立支援の視点、目標指向型のサービス提供等

・リハビリテーション：短期・集中的なサービス提供、
サービス提供過程（プロセス）重視等

（１） 中重度への支援強化

→・在宅中重度者に対する介護サービスの充実

・難病等の在宅介護ニーズへの対応等

（３） 地域包括ケア、認知症ケアの確立

→・地域包括支援センターを中心とした地域包括ケアネットワークとの連携、
地域密着型サービスの推進等

・グループホームの質の向上、若年性認知症ケアの充実等

（２） 介護予防、リハビリテーションの推進

→・介護予防サービス：自立支援の視点、目標指向型のサービス提供等

・リハビリテーション：短期・集中的なサービス提供、
サービス提供過程（プロセス）重視等

（１） 中重度への支援強化

→・在宅中重度者に対する介護サービスの充実

・難病等の在宅介護ニーズへの対応等

基本的な視点

（５） 医療と介護の機能分担・連携の明確化

（４） サービスの質の向上

→・ケアマネジメントの仕組みが公平中立に機能し得るよう多職種協働による
プロセス重視

・サービス担当者の専門性の向上、プロセス・成果を積極的に評価

・情報提供の推進、指導・監査の徹底 等

→・ケアマネジメントにおける主治医等との連携や在宅サービス提供体制の整備

・介護療養型医療施設について、療養病床の在り方、介護保険と医療保険の機
能分担の明確化、介護保険の将来像を踏まえ、一定の期限を定めて、利用者
の実態にも留意しつつ、「在宅復帰・在宅生活支援重視型の施設」や「生活
重視型の施設」などへの移行等

（５） 医療と介護の機能分担・連携の明確化

（４） サービスの質の向上

→・ケアマネジメントの仕組みが公平中立に機能し得るよう多職種協働による
プロセス重視

・サービス担当者の専門性の向上、プロセス・成果を積極的に評価

・情報提供の推進、指導・監査の徹底 等

→・ケアマネジメントにおける主治医等との連携や在宅サービス提供体制の整備

・介護療養型医療施設について、療養病床の在り方、介護保険と医療保険の機
能分担の明確化、介護保険の将来像を踏まえ、一定の期限を定めて、利用者
の実態にも留意しつつ、「在宅復帰・在宅生活支援重視型の施設」や「生活
重視型の施設」などへの移行等
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５．第３期事業計画の策定 

 

（１） 基本的な考え方

【今後の高齢者介護の基本的な方向性】

① 介護予防の推進

要介護状態になる前の段階から要支援や要介護１程度まで、継続的・効果的な介
護予防サービス （地域支援事業・新予防給付）を行い、生活機能の低下を予防

② 地域ケアの推進と施設サービスの見直し

・ 認知性高齢者が増大する中、住み慣れた地域での生活継続が重要

・ 施設の居住環境について個室化を進めるとともに、重度者への重点化を推進

・ 高齢者単身世帯の増加や都市の高齢化の進行に対応した、多様な「住まい」の

普及の推進

2015年（平成27年）に向けてこの方向性を推進していくため、３期先の計画
（～平成26年度）を見据えた目標を設定

各市町村は、この目標達成に向けた第３期介護保険事業計画（～平成20年度）
を作成

第３期介護保険事業計画の基本指針

○

○

 

 

（２） 介護予防の推進

○地域支援事業の実施

○新予防給付の実施

要支援・要介護状態に陥るおそれのある者（高齢者人口の５％程度）を対象として
地域支援事業を実施

（※）地域支援事業は、市町村の体制整備状況に応じて、平成18年度から開始

地域支援事業を実施した高齢者の２０％について、要支援・要介護状態となること
を防止

（※）地域支援事業の実施が軌道に乗った平成20年度実施以降で20％

要支援者を対象として、新予防給付を実施

要支援・要介護１の人数の１０％について、要介護２以上への移行を防止

(※）新予防給付の実施が軌道に乗った平成20年度実施以降で10％

【介護予防の実施による要介護者等のイメージ（全国推計（平成16年10月時点））】 （注）合計が合わない年度は、端数処理の関係

２００万人（＋４０万人）

１６０万人

３１０万人（－１０万人）

３２０万人

２９０万人（－３０万人）

３２０万人

平成２６年度

１６０万人

１４０万人

２６０万人

２６０万人

２4０万人

２６０万人

平成２０年度

１８０万人

１５０万人

２８０万人

２９０万人

２６０万人

２９０万人

平成２３年度

ー

ー

ー

２００万人

－

２１０万人

平成１６年度

予防効果

自然体

予防効果

自然体

予防効果

自然体

地域支援事業

の対象者

現行の要支援

・要介護１

要介護２～５

■

■

■

■
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（３） 地域ケアの推進と施設サービスの見直し

○※介護保険３施設及び介護専用の居住系サービスの適正な整備

平成16年度
要介護認定者数（要介護２～５）に対する
施設・居住系サービス利用者の割合は
４１％

平成２６年度

３７％ 以下

（平成16年度の４１％から１割引下げ）

○※介護保険３施設利用者の重度者への重点化

平成16年度
入所施設利用者全体に対する要介護

４，５の割合は５９％

平成２６年度

７０％ 以上

平成２６年度

・３施設の個室ユニットケアの割合 ５０％ 以上
・特養の個室ユニットケアの割合 ７０％ 以上

○※介護保険３施設の個室化の推進

平成16年度
・３施設の個室割合は１２％
・介護老人福祉施設（特養）の個室の割
合は１５％

【これからの整備のイメージ（全国推計）】

要介護２～５

210万人

290万人

320万人（自然体）

４１％

介護予防効果10％

３７％

平成16年度 平成26年度

108万人

87万人

（※）介護専用の居住系サービス：認知症高齢者グループホーム・特定施設の一部（介護専用型のもの）を想定

介護保険３施設
＋

居住系サービス

○多様な「住まい」の普及の推進

・ 高齢者単身世帯の増加
・ 都市部の高齢化の急速な進行
・ 高齢期の住み替えに対するニーズ

多様な「住まい」の普及
→ 高齢者が安心して暮らせるよう、介護

が付いている住まいを適切に普及

介護保険３施設には地
域密着型介護老人福祉
施設を含む。

※
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